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令和７年度 第３回養老町上下水道事業経営審議会（議事概要） 

 

と き 令和８年１月 20 日（火）   

９時 55 分～11 時 24 分    

ところ 養老町役場 ３階第１会議室 

 

【出席委員】（敬称略） 

会長 後藤尚久  副会長 安田澄雄 
委員 早崎百合子 吉田太郎  安田正   田中清博  石黒和子 

    田中とも子 森川一俊  佐竹憲子  
※リモートによる出席 
委員 大里裕幸   

計１１名 
 

【報告事項】 

１．養老町下水道事業経営戦略(案)について 

 ●事務局説明 

下水道事業の中長期的な経営の基本計画である養老町下水道事業経営戦

略及び養老町農業集落排水事業経営戦略が計画期間の満了を迎えるにあた

り、令和８年度を初年度とする養老町下水道事業経営戦略を策定する。 

●質疑等 

Ｑ コミュニティ・プラントは経営戦略（案）に含まれないのか。 
Ａ コミュニティ・プラントは一般会計の事業になる。本計画は下水道事

業として、公共下水道と農業集落排水について策定している。 
Ｑ 水洗化率としては、コミュニティ・プラントは一般家庭の合併処理浄

化槽と同様の扱いか。 
Ａ そのとおりです。町の水洗化率には合併処理浄化槽と同様に含まれま

す。 
Ｑ 処理施設の統廃合の検討は、管渠を延長する工事費の費用対効果が見

合わないということで中止になったという認識でよいか。 
Ａ そのとおりです。 
Ｑ 機械の減価償却は行っているか。 
Ａ 行っている。減価償却費として毎年費用を計上している。 

Ｑ 令和 17 年度の公共下水道の水洗化率 76.1％という数字の根拠は。 
Ａ 年間 0.5％ほど上昇しているという実績に基づいている。 
Ｑ 働き方改革の中で、職員の負担軽減の考え方は。 
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Ａ 上水道係と下水道係の職員が一体で配置されているため、協力体制を

取るようにしている。 

Ｑ 技術職員を養成する方法は。 

Ａ 通常の事務を司ってる職員においても、特殊な部分は除いて、技術が

できる職員に育てるよう人材育成に努めている。 
 

２．下水道事業全体計画及び事業計画変更業務について 

●事務局説明 

県の伊勢湾流域別下水道整備総合計画（以降、流総計画と言う）の見直

しを受け、養老町の公共下水道中部処理区にかかる全体計画の見直しと、

下水道の事業計画の変更、都市計画変更認可申請図書の策定を行う。 

●質疑等 

Ｑ 流総計画と下水道事業全体計画及び事業計画変更業務との関連は。 

Ａ 流総計画が令和 5 年度に改定されたため、それに基づき町の計画を見

直すもの。 
Ｑ 推計人口の根拠は。 

Ａ 流総計画が採用している数値を使用している。 

Ｑ 養老町の下水の処理能力に関し、令和 14 年度まではオキシデーショ

ンディッチが２池必要だが、令和 27 年度は１池で済むという認識でよ

いか。 

Ａ そのとおりです。人口減少や下水道使用状況を鑑みると、将来的には

１池で済むと考えている。 
Ｑ 公共下水道から排出される水質と、高度処理型合併浄化槽から排出さ

れる水質は差異がないという認識でよいか。 

Ａ そのとおりです。 
Ｑ 公共下水道の放流先は新川であり、新川から揖斐川水系に流れていく

ので、町の BOD の基準値も 180mg/L から 190 mg/L に緩和されたという

認識でよいか。 

Ａ そのとおりです。 

Ｑ BOD が緩和された理由は。 

Ａ 水質が良くなったことで、プランクトンが少なくなり、伊勢湾で貝の

養殖をしてる業種の生産が悪くなったことにより、基準値が少し緩くな

ったと聞いている。 

 

【その他】 

（意見） 
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・新しい電気設備やシステムは効率が上がる。地震などがあった時に、後

になって更新をやっておけば良かったということもあり得る。事業計画

の中では表しにくい面であるが、そういうところも気をつけて意見を出

していきたい。 

・維持管理としては、故障してからでは遅いということもある。新しい技

術も増えてきているので、それらを利用しながら長く続けていただきた

い。町民が十分理解できるよう進めていただきたい。 

・使用料見直しについては 12 月議会で議決し、３年後を目途に、更なる

使用料の改定を検討していくということであるが、まだかなり時間もあ

るので、皆さんに真剣に考えていただきたい。 

・こういった会議に出て、料金改定による使用料金の値上げをどうしても

やらなければならない現状にあるということがわかりました。 

・町民の皆さんの一般財源をできるだけ有効に使えるよう、下水道の無い

地域との兼ね合いが大変難しいと思いました。 

・民間の投資では投資対回収（ROI）という指標を用いますが、公共事業

ではこの指標は不適合であり、もっと多様な視点で考える必要がある。

経営戦略（案）では、２段階で価格体系を位置付けていくという文言も

あるので、住民に対する説明として、どういった背景で、どういった考

え方のもとにあるのか、この事業における回収というロジックの再整理

がこれから必要になると思う。 


